
 かんぽ生命の伊牟田でございます。

 本日は、かんぽ生命の「2020年3月期第1四半期決算電話会議」にご参加いただき、
ありがとうございます。

 はじめに、お手元の資料に沿って、決算概要をご説明し、その後、質疑応答とさせて
いただきます。

 なお、各指標の増減の理由については、主要なものを述べていますので、ご留意願
います。

 1ページをご覧ください。



 今回の決算のポイントはご覧の通りです。

 当期純利益は、337億円と前年同期比0.9％減少したものの、通期業績予想比36.3％と順調
に進捗しております。

 個人保険の新契約年換算保険料は、前年同期比1.1%減の935億円となりました。また、第三
分野の新契約年換算保険料は、前年同期比2.2%減の166億円となりました。

 個人保険の保有契約年換算保険料は、4兆6,471億円と前期末からやや減少しましたが、第
三分野の保有契約年換算保険料は7,557億円と前期末から0.4%の増加となりました。

 外国証券などの収益追求資産への投資は、10兆1,874億円となりました。これは総資産の
13.9％に相当します。

 連結ソルベンシー・マージン比率は、前期末比8.7ポイント増加し、1,198.5％となりました。
 2019年6月末のEVについては、公表を差し控えさせていただきます。
 ＥＶを計算する際には、EEV原則に則り、将来の実績に関して合理的な前提条件を設定する必
要があります。

 2019年7月31日の「日本郵政グループにおけるご契約調査及び改善に向けた取組」等を受け
て、2019年6月末以降に適用する失効解約率や事業費等の非経済前提について、当該取組
等の影響を反映することを検討する必要性があります。

 しかし、現時点で当該取組等の影響を、2019年6月末EVを計算するための非経済前提に反映
することができないことから、2019年6月末のEVは非経済前提について合理的な説明ができる
段階で計測し、速やかに公表いたします。

 2ページをご覧ください。
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 連結業績の状況をご説明します。

 経常収益は1兆8,189億円となりました。
 経常利益は、キャピタル損および事業費が増加したことを主因として、560億円と、前年
同期比減少しました。

 四半期純利益はキャピタル損の増加を価格変動準備金の戻入益で相殺し、337億円と
なりました。

 通期業績予想に対しては、経常収益、経常利益、当期純利益ともに順調に進捗しており
ます。

 また、総資産は73兆4,557億円、純資産は2兆876億円となりました。
 3ページをご覧ください。
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 ここでは、連結財務諸表の要約を記載しています。

 詳細は、決算短信等の資料でご確認ください。

 4ページをご覧ください。
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 ここからは、契約の状況についてご説明します。

 個人保険の新契約年換算保険料は、前年同期比1.1％減の935億円となりましたが、4月
に発売を開始した引受基準緩和型商品の貢献により、後程述べます新契約件数の減少
による影響を抑制することができました。

 第三分野の新契約年換算保険料は、前年同期比2.2％減の166億円となりましたが、四半
期実績としては過去最高であった前年同期と同程度の水準を確保しています。

 5ページをご覧ください。
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 左のチャートのとおり、個人保険の保有契約年換算保険料は4兆6,471億円となり、
前期末から減少しました。

 第三分野の保有契約年換算保険料は7,557億円となり、前期に続き、増加基調とな
っております。

 6ページをご覧ください。
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 左のチャートは新契約件数の推移、右側には商品別の内訳をお示ししています。

 新契約件数は、前年同期比5.3％減の42万件となりました。
 商品別の占率を見ると、保障ニーズを捉えた営業推進に加え、2019年4月から販売を開始
した引受基準緩和型商品の売れ行きが好調であったことから、保障性の高い特別養老・普
通終身（倍型）・普通養老（引受基準緩和型）・普通終身（引受基準緩和型）の占率が約5割
を上回っており、保障性商品の占率は増加傾向が継続しています。

 7ページをご覧ください。
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 保有契約件数の推移と内訳をお示ししています。

 保有契約件数は、前期末から0.9％減少し、2,889万件になりました。
 保有契約件数の商品別の内訳は、右の表のとおりです。

 8ページをご覧ください。
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 資産運用の状況についてご説明します。

 当社の資産運用は、円金利資産と円金利負債のマッチングを図るALMの観点から、
公社債が中心となっています。

 左の表のとおり、昨今の超低金利環境の継続を受け、運用資産の多様化を進めてき
た結果、株式・外国債券などの収益追求資産の残高は10兆1,874億円、総資産比で
13.9％となりました。

 右の表のとおり、平均予定利率は、予定利率引き下げの効果が表れ、前年同期から
0.02ﾎﾟｲﾝﾄ低下しました。また、利子利回りは横ばいとなり、125億円の順ざやを確保し
ました。

 また、金銭の信託を通じて保有している国内株式の減損や、為替変動リスクのヘッジ
に伴う金融派生商品費用が増加したことにより、キャピタル損益は316億円の損失と
なりました。

 9ページをご覧ください。
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 有価証券の時価および含み損益の状況をお示ししています。

 10ページをご覧ください。
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 経費の状況についてご説明します。

 第1四半期の事業費は、1,280億円となり、このうち、約7割を日本郵便へ支払う委託手
数料及び郵便貯金簡易生命保険管理・郵便局ネットワーク支援機構に支払う拠出金が
占めています。

 委託手数料は、契約獲得実績に応じて支払う新契約手数料と、保全・支払業務等に応じ
て支払う維持・集金手数料で構成されています。

 今年度より、拠出金制度が導入されたことに伴い、委託手数料体系の見直しを実施しま
した。

 結果的に、第1四半期の委託手数料は、新契約の減少や拠出金制度の導入等により、
前期比140億円減の742億円となりましたが、拠出金を含めた総額は886億円と、前年同
期の委託手数料とほぼ同水準となりました。

 また、右側のチャートのとおり、減価償却費は、前年同期比6億円減の139億円となりま
した。

 11ページをご覧ください。

10



 健全性の状況についてご説明します。

 経営環境の変化に伴うリスクに備え、将来にわたり健全で安定的な経営を確保するた
め、危険準備金1兆9,214億円、価格変動準備金8,818億円を積み立てています。

 将来の逆ざや等を補う目的で積み立てている追加責任準備金は、5兆8,684億円とな
っています。

 連結ソルベンシー・マージン比率は1,198.5％と、引き続き高い健全性を維持していま
す。

 12ページをご覧ください。
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 2020年3月期の連結業績予想についてご説明します。
 2019年7月31日発表の「日本郵政グループにおけるご契約調査及び改善に向けた
取組」による影響については、新契約の減少、追加的な費用の発生等が見込まれ
るものの、販売費用の減少が見込まれることに加えて、資産運用実績が良好である
ことから、当社が2019年5月15日に公表している2020年3月期の業績予想の修正は
現時点ではございません。

 13ページをご覧ください。



 最後に、一株当たり当期純利益（EPS）と株主還元（DPS等）につきまして、その推移を
お示ししております。

 こちらも、内容に変更はございませんので、説明は割愛いたします。

 以上で説明を終わります。
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